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1. 背景および目的 

事業所等における地下水汚染は、敷地内において有害物質の使用履歴が特定され土壌汚染対策法や水質汚濁

防止法に関わる調査で判明する場合だけでなく、汚染の経緯や汚染源が明確ではないが自主的な地下水調査等

により判明する場合もある。地下水汚染が敷地外に拡散すると、地下水を利用する場合に健康リスクが生じる

可能性があるだけでなく、環境的（地下水環境の保全）・経済的（土地の価値低下や利活用の制限）・社会的

（土地を所有する事業者の社会的な地位の低下、汚染地域の風評被害）な損失が生じるため、これらをできる

だけ未然に防止するという観点から適切な措置を講じることが重要である。 

東京都のように健康リスクがない場合でも敷地境界における管理目標値（第二地下水基準）を設けて拡散防

止に関わる条例を定めている自治体もあるが 1）、多くの自治体では条例に基づく措置を定めていないため、土

地を所有する事業者と行政が協議して土地利用状況に応じた管理目標値や措置方法を決定し、汚染地下水の拡

散防止対策を行っている事例が多い。 

本部会では、汚染地下水の敷地外へ

の拡散を防止する手順を提供すること

を目標として、敷地境界において管理

目標値を超過しないためのリスク評価

方法や、その評価結果を用いて利害関

係者間で適切にリスクコミュニケーシ

ョンを行う具体的な手順の素案を作成

した。本報では、その概要を述べる。 

 

2. 拡散防止措置の評価フロー  

地下水汚染が判明した場合に敷地外

への拡散防止措置を検討していくため

の評価フロー（案）を図-1 に示す。本

手順は時系列的に現れるチェックポイ

ント（STEP1～6）において、1）地下水

観測井戸の適正な配置とデータ取得、

2）サイト概念モデル（CSM:Conceptual 

Site Model）2）の手法を活用したサイト

評価による汚染状況を可視化、3）可視

化したデータやサステイナブル・レメ

デ ィ エ ー シ ョ ン （ SR:Sustainable 

Remediation）3）を活用して作成したチ

ェックシートを用いる利害関係者との

リスクコミュニケーション、を行うこ

とを特徴としている。また、地下水の

汚染拡散防止対策を行うための措置と

して、土壌汚染対策法の「地下水の水

質の測定」に準じつつ、科学的自然減

衰 4）の考え方を導入した「地下水モニタリング措置」を新たに提案している。 
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図-1 汚染地下水の拡散防止措置の評価フロー（案） 
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 3. 地下水汚染サイトの評価 

3.1 汚染判明時の CSM  

適切な汚染地下水の拡散防止を行うために

は、地下水汚染の存在判明後、できるだけ早い時

期に汚染状況を把握することが重要である。具

体的には初期段階において、(a)地下水汚染が確

認できる観測井戸の位置・構造、汚染状況（物質・

濃度）の確認、(b)想定される汚染源の位置、建

物・地下構造物の位置、敷地境界・敷地外の近傍

井戸の位置の確認、(c)地盤特性（土質、地下水流

向・動水勾配）の確認、を実施する（図-2）。 

一般的に、CSM2）を活用する評価では、曝露経

路に基づき懸念されるリスク等についても評価

を行うが、本案では汚染地下水が敷地外へ流出

するリスクに絞って評価を行う。気中拡散など

の曝露経路による人への健康リスクの可能性に

ついては、必要に応じて表層ガス調査等を初期

段階で行い、その結果に応じて適切な対策を実

施する。また、本案では地下水に溶解した汚染物

質の挙動を評価対象としているが、土壌に付着

している汚染物質の影響やその溶出挙動につい

てもできるだけ考慮すべきであり、観測井戸を

新設する場合には可能な限り土壌調査を行って

断面図（図-3）や CSM に基づく評価にその情報

を反映することが望ましい。 

地下水流向については、1）既存の文献の活用、

2）適切に配置された井戸（地下水流向確認井戸）

における観測（季節で流向が変わる可能性があ

るので複数回調査することが望ましい）により

決定する。汚染状況や地下水の流向・流速などを

評価する際に、汚染状況を把握するために観測

井戸が足りていないと判断される場合には次章

で示す方法で観測井戸を新たに設置する（図-3）。 

3.2 調査結果に基づく汚染状況の可視化 

汚染判明時にその状況把握を行い、地下水調

査を一定期間実施することにより、敷地内にお

ける地下水の汚染状況を再検証することが可能

となる。この際にも CSM を活用して地下水汚染

を可視化することで汚染状況を明確に示すこと

が可能であり（図-3）、地下水汚染の拡散防止措

置の方針や対策方法の検討、および対策効果の

確認に活用できる。また、時系列的に可視化した

汚染状況を比較することで、汚染の拡散状況や

対策の効果、敷地外への流出の有無を容易に確

認することが可能となる。汚染状況を可視化す

ることは、第三者に対する説明への活用だけで

なく、技術者が地下水汚染の措置を検討する際

の情報整理や、未熟な技術者への教育等にも活

用できる。 

 

図-2 汚染判明時の調査項目（CSM） 

（上図：平面図、下図：断面図） 

図-3 調査および対策結果の可視化 

（上図：平面図、下図：断面図）  
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4. 観測井戸の設置 

4.1 地下水汚染サイトの評価に必要な観測井戸の種類・設置方法・調査頻度 

調査結果に基づく汚染メカニズムの可視化や地下水モニタリング措置への移行を可能とするためには、適切

に観測井戸を配置して地下水を採取する必要がある。本案では、「バックグラウンド井戸」、「汚染状況確認

井戸」、「自然減衰確認井戸」、「敷地境界監視井戸」の目的の異なる 4 つの井戸の設置を基本としている。

井戸構造については汚染状況を適切に評価できれば特定の構造である必要はなく、土壌汚染対策法に基づく調

査及び措置に関するガイドライン 5）（以下、ガイドライン）に準じて設置した観測井戸を使用できる。地下水

の採取は調査目的に適した深度で行う。 

観測井戸の平面配置の一例を図-3 に示す。4 種類の井戸の本数や設置地点は、評価を行う技術者が状況に応

じて適切に配置する。バックグラウンド井戸は、推定される汚染源の地下水流向の上流部に少なくとも 1 箇所

配置する。汚染状況確認井戸は推定汚染源の地下水流向の下流側を中心に配置する。配置間隔は敷地の使用状

況、地下水流速等に応じて適切な間隔を設定する。自然減衰確認井戸は汚染状況確認井戸と敷地境界監視井戸

の間に少なくとも 1 箇所設置する。敷地境界監視井戸は推定される汚染源から地下水流向の下流部にあたる敷

地境界の近傍に少なくとも 1 箇所設置する。尚、推定される汚染源が複数存在する場合や地下水流向に季節変

動がある場合には、敷地境界監視井戸を適宜追加する。 

図-1 のフローにおいて、既に観測井戸が適切な場所に配置され、適切な方法で地下水汚染状況を継続して監

視できている場合は、「観測井戸の設置」や「観測井戸における地下水の継続的な監視」を省略して次のステ

ップに進むことが可能である。地下水の調査頻度はサイトの汚染状況に応じて設定すれば良いが、豊水期と渇

水期を含む年 4 回程度を基本とする。 

 

4.2 観測井戸における深度別の調査方法と汚染状況の評価方法 

地下水汚染のメカニズム

を評価する場合には、同一の

帯水層であっても、その帯水

層の平均的な濃度の平面分

布だけではなく、地下水汚染

の深度分布を把握すること

が有効である。国内では、帯

水層全体に比較的長いスク

リーン区間を設けた井戸が

多く存在するため、これらの

井戸を利用すれば効率的に

深度方向の汚染分布を把握することが可能である。表-1 に単孔の観測井戸を対象とした主な深度別地下水調査

方法を示す。深度別の調査結果を用いて図-3 に示すように土質柱状図に対応した深度別の汚染状況を可視化す

ることにより、効率的な浄化対策の立案が容易となる。例えば、地下水汚染の下流への移動を抑えるために、

汚染濃度の高い深度で揚水処理を行うことが挙げられる。 

地下水モニタリング措置へ移行する場合には汚染源の影響が小さくなっていることが望ましいが、詳細な土

壌調査の実施が困難な場合でも、同一帯水層における汚染物質の 3 次元的な濃度勾配の有無を把握することで、

地下水濃度に影響する土壌汚染の有無（リバウンドの可能性の大小）を推定することが可能である。また、継

続モニタリングにおける採水深度は帯水層（スクリーン）の中央部を基本とするが、汚染状況確認井戸では地

下水濃度が高い深度で評価することについても検討する。なお、深度別地下水調査は、必ずしも毎回実施する

必要はなく、初期の汚染メカニズムの把握や措置変更を検討する際に実施すれば良い。 

 

5. SR を活用したリスクコミュニケーション 

リスクコミュニケーションの最初の手順として、リスクコミュニケーションを行う対象となる利害関係者を

選定する（図-1、STEP1）。利害関係者はステークホルダーリスト 10）を参考に選定するが、国内であれば環境

規制局（行政）や地域社会（近隣住民）が主要な利害関係者となる場合が多い。地下水汚染が発覚した時点で

行政へ報告を行い、応急措置や管理目標値等の設定について協議を行う（図-1、STEP2）。少なくとも図-1 に

示す STEP3 以降は、措置の実施状況について選定した全てのステークホルダーと情報共有を行う。一例とし

て、地下水モニタリング措置へ移行する場合の合意形成の手順を図-4 に示す。リスクコミュニケーションを円

表-1 観測井戸における深度別の地下水調査方法  

採水方法
地下水パージと

その後の放置期間
サンプル
採取量

サンプルの
不撹乱性

文献

メンブレン膜受動式
サンプラー

浸漬したサンプラー内と外部の地下水
中の汚染物質濃度が平衡後に採水

パージ後に約2週
間設置

約100mL ◎ 6）

機械密閉式受動型
サンプラー

浸漬したサンプラーを機械的に密栓して
採水

パージ後に1～2週
間設置

40～350mL
※井戸径による

〇 6）

地下水連続
採水装置

浸漬した内管に外管を挿入し、各深度
の地下水を採水管内に密閉して採水

パージ後に約1週
間設置

約1,000mL ○ 7）

深度別揚水法
採水位置にチューブを設置して、浅い深
度から順に低流量ポンプで採水

パージ後に約1週
間放置後

任意の量を採取
可能

△ 8）

パッカー法
採取菅の上下にパッカーを設け、小型ポ
ンプ・採水チューブ等で採水

パージ後にpH等の

安定を確認して採水

任意の量を採取
可能

△ 9）

サンプラー
浸漬方法

直接採取
方法

項目



 

滑に進めるために提供するチェックシート（図-4）

を活用するか、それ以外のツールを使用しても良

い。図-1 に示す STEP6 では汚染が残存する状態で

あっても地下水モニタリング措置を終了する場合

が含まれており、そのような場合の特にリスクコ

ミュニケーションによる合意形成が必要不可欠で

ある。 

 

6. 地下水汚染の拡散防止措置の選択 

観測井戸における継続的な地下水調査に基づい

て汚染状況を評価することにより汚染地下水の拡

散防止措置を検討できる。既に敷地境界まで汚染

物質が到達して管理目標値を超過していることが

判明した場合は、その時点で応急措置を実施する

べきか検討する。具体的な汚染地下水の拡散防止

措置は、汚染状況やサイト条件に基づいて「区域内

措置優良化ガイドブック 13）」で示される方法など

を参考にして選定する。図-1 における「対象地の

汚染状況の評価」の段階で地下水汚染が軽微で汚

染の拡散が生じる可能性が低い場合には、原位置

浄化などの「能動的な地下水浄化対策」や揚水施

設などによる「地下水汚染の拡散防止対策」を行

わずに「地下水モニタリング措置」の選択を行う

ための評価を検討できる。 

「能動的な地下水浄化対策」や「地下水汚染の

拡散防止対策」の実施中は適切な間隔で地下水の

汚染状況を観測して評価（可視化）を行い、対策

の継続の可否、対策の変更（地下水モニタリング

措置への移行）、対策の終了、などの判定を行う。 

 

7. 地下水モニタリング措置 

7.1 地下水モニタリング措置を選択する契機 

図-1 に示す評価フローにおける「能動的な地下

水浄化対策」および「地下水汚染の拡散防止対策」

を実施することにより、地下水汚染の拡散や敷地境界監視井戸において汚染物質濃度が管理目標値を超過しな

い可能性が高くなった場合、敷地内に管理目標値を超える地下水汚染が存在している場合でも地下水モニタリ

ングによる受動的な対策に切り替えることは経済的な側面だけでなく環境的な合理性も高くなると考えられる。

一方、安易に能動的な対策を停止することは「汚染の放置」と見なされかねないため、特に利害関係者に対し

て合意形成を得られるリスクコミュニケーションを行う必要がある（図-4）。以下、合意形成に必要な検討内

容とその評価方法について概説する。 

7.2 地下水モニタリング措置を実施するための前提条件 

表-2 に示す「地下水モニタリング措置移行チェックシート」の冒頭に「①地下水モニタリング措置に移行す

るための前提条件」を掲げている。図-1 に示す評価フローに従って、3～6 章において述べた評価や措置を適切

に実施していけば、前提条件に示している 5 項目を達成することができる。個々の項目について作成した資料

を用いれば、利害関係者との適切なリスクコミュニケーションも可能になる。 

7.3 地下水のモニタリング措置への移行可否の評価 

地下水モニタリング措置への移行を検討する際には、能動的な対策を継続する場合と比べ、より慎重に移行

への可否を評価する必要がある。表-2 の「②地下水モニタリング措置への移行可否の評価」のうち、②-1、②-

2、②-4 の項目の評価概念図を図-5 に示す。移行可否の評価にあたって、②に示す全ての項目の評価を実施し

図-4 SR 評価を活用したリスクコミュニケーション実施手順 

（地下水モニタリング措置への変更を行う場合）  

表-2 地下水モニタリング措置移行チェックシート（抜粋） 

行政

近隣住民

対策計画･SR評価結果をもって行政協議を実施

SR評価・情報共有
（行政用SRチェックリスト）

SR評価・情報共有
（住民用SRチェックリスト）

地下水モニタリング
措置への移行

事業者

SR評価

措置・移行方針決定 第三者機関による評価支援

対策計画･行政のSR評価結果
に基づく住民説明を実施

承認

意見あり

地下水モニタリング措置
移行チェックシート11）

SRチェックシート11）

（行政によるSR評価）

SRチェックシート12）

（措置決定支援）

基本項目の確認

必要に応じて実施

SRチェックシート11）

（近隣住民によるSR評価）

承認

計画の修正

計画の修正
意見あり

地下水モニタリング措置への
移行の妥当性の検討

事業者が複数の措置内容
を比較・検討

①地下水モニタリング措置に移行するための前提条件

1.サイトの地盤特性と汚染状況を調査し、汚染物質とその汚染範囲を把握している。

2.汚染源の特定と汚染地下水の拡散防止のための対策が可能な限り実施されている。

3.観測井戸が適切に配置され、地下水観測の実施体制と継続的な監視が実施されている。

4.敷地境界監視井戸での汚染物質の地下水濃度が管理目標値を下回っている。

5.利害関係者との適切なリスクコミュニケーションを実施している。

②地下水モニタリング措置への移行可否の評価

1.観測井戸での汚染物質の地下水濃度が減衰傾向もしくは平衡状態であり、地下水汚染が
　今後も拡散する可能性が低いことを定性的に確認している。

2.汚染源対策が実施され、汚染源からの地下水汚染への影響が小さくなっていることを汚
　染源付近の観測井戸における深度別調査により確認している。

3.汚染物質が自然減衰によって分解する兆候を予備スクリーニングシートによる判定により
　確認している。

4.地下水モニタリング措置移行後の地下水汚染状況の予測解析を行い、敷地境界監視井
　戸での汚染物質の地下水濃度が管理目標値を将来的に超過しないことを確認している。



 

て明確な判定を行う必要は必ずしも無く、サイトの状況や利害関係者との関係に応じて適切な評価項目を抽出

して適切な考察を行うことが求められる。以下、個々の評価方法について述べる。 

7.3.1 地下水の汚染状況の定性的な評価 

 観測井戸において継続的に

汚染状況の経過観察を行うこ

とにより、汚染物質濃度の経

時的なデータをグラフ表示す

ることが可能である（図-5、②

-1）。ガイドラインの「地下水

の水質の測定措置」における

「措置の完了」における定性

的な評価と同様に、数年間蓄

積された各観測井戸における

濃度推移のデータから、地下

水濃度が上昇傾向にない、も

しくは高止まりしていない、

などである状態であることを

確認する。特に汚染源の存在

が明確でないサイトにおいて

は、汚染状況確認井戸におい

て地下水濃度が大きく変動し

ていないことや、措置後に局

所的に地下水濃度が高い深度が存在しないことを確認することが重要である。また、汚染状況の平面的および

断面的な状況の可視化した情報（図-3）を経時的に示すことで、汚染状況の範囲やその拡縮について判断でき

る。本評価は地下水モニタリング措置への移行について利害関係者との合意形成を行う際にも必要不可欠なリ

スクコミュニケーションツールとなる。 

 汚染物質濃度の経時的なデータをグラフ表示する際に、塩素化エチレン類のように分解生成物が生じる汚染

物質を評価の対象とする場合には、個々の汚染物質別にグラフ表示すると中間生成物の濃度が上昇傾向を示す

場合がある。そのため、汚染物質の挙動を全体的に把握するためには、対象汚染物質の分解生成物を含めたモ

ル濃度の総和量で汚染物質量の増減を確認することにより、汚染物質の相対的な挙動を確認できる。 

7.3.2 汚染源の地下水への影響評価 

本評価において土壌調査や観測井戸における深度別調査を行って汚染源が明確になった場合には、地下水の

モニタリング措置に移行する前に汚染源の状況を再度確認することが望ましい（図-5、②-2）。汚染源近傍の汚

染状況確認井戸における深度別調査を再度実施することで、深度方向における濃度差が小さくなっていること

を確認する。汚染状況確認井戸において地下水中の汚染物質濃度の挙動が長期的に安定していれば、それより

下流部に設置された自然減衰確認井戸や敷地境界監視井戸などの観測井戸において汚染物質濃度が急激に上昇

するリスクが小さくなる。 

7.3.3 汚染物質の自然減衰の確認  

 地下水のモニタリング措置は、汚染物質の自然減衰による分解状況を継続的にモニタリングする科学的自然

減衰（MNA: Monitored Natural Attenuation）4）と能動的な浄化を停止するという点で同一の手法と位置付けられ

る。MNA では汚染物質が生物学的な分解を受けて自然減衰することにより長期的に浄化が進行する点が重要

視された。ベンゼンなどの炭化水素化合物は生物学的な自然減衰が生じ易く、汚染物質の拡散リスクを定量的

に評価できる場合がある 14）。塩素化エチレン類などの揮発性有機塩素化合物については、生物学的な分解が生

じることによって基準値がより低いクロロエチレンなどが生成される可能性があり、そのような可能性を検証

するためにも本評価が有効となる。 

ベンゼンおよび塩素化エチレン類 15）などの生物学的自然兆候の確認を行うためのチェックシート（予備スク

リーニングシート）については評価が容易な最新版の公開を今後目指している。尚、地下水のモニタリング措

置を適用する場合に必要な条件は敷地外に汚染地下水を拡散させないことであるため、汚染物質の土壌への吸

着等の自然減衰が生じる場合も有効な浄化効果であると考え、生物学的な分解が生じない重金属等も本案では

評価対象としている。 

図-5 地下水のモニタリング措置への移行可否の評価の概念図 



 

7.3.4 汚染地下水の拡散に関する予測解析 

予測解析については本部会において過去に検討を行っているが 15）、環境省が公表している「地下水汚染が到

達し得る範囲 16）」で使われている解析方法など幾つかの予測解析方法を汚染物質の将来的な挙動を予測するツ

ールとして示すことを検討している。また、数値解析を用いなくても、自然減衰確認井戸などにおいて汚染物

質が一定の相関性を示して減衰している場合もあるため 13）、そのような現象が生じている観測井戸における汚

染物質の挙動から将来予測を行うことも可能と考えている。 

7.4 地下水モニタリング措置の試行および実施 

地下水のモニタリング措置の試行については熊本市のガソリン汚染サイトで実施した事例 13）がある。実際に

本措置を試行もしくは実施する場合には、サイト評価の結果やそれまでの措置方法を考慮して、適切な試行方

法（浄化装置を残して緊急時に稼動させるなど）の事例を示す予定である。 

 

8. まとめ 

地下水汚染が判明した場合には、土地を所有する事業者が敷地外に汚染を拡散させない防止措置について検

討し、関係者間で情報共有して対策を進める必要がある。この場合、法や条例に定められている基準値に基づ

いた手順だけで対応を行うのではなく、リスク評価や SR 評価など考え方を取り込み、サイトの汚染状況や周

辺エリアの実情に応じて本案を柔軟に活用して措置を講ずることで適切かつ合理的な対応が可能になることを

期待している。措置の立案や実施は専門知識を持つ技術者が行う必要があり、適切に本案を活用していくため

の技術者の養成や、土壌や地下水汚染に関わる有資格者が措置案について確認を行う仕組みを整備することも

今後の検討課題と考えており、リスク評価の信頼性や認知度を高める取り組みを継続していくことが重要と考

えている。 
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